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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、抽出した複数のモデル校が、学力や非認知能力をどの程度効果的に
育成したかを数量的分析によって測定・可視化し、どのような取組が効果的育成を促進したかを質的調査によっ
て明らかにすることである。本調査研究の力点は、前者の数量的測定・可視化にある。本研究では、全国学力・
学習状況調査の学力スコアと非認知スコアを、実用レベルで経年比較できる新システムを複数開発した。このシ
ステムにより、特定の学校や自治体がどの程度効果的に学力や非認知能力を育成したかが、数量的に実証可能と
なった。またモデル校とその自治体への聞き取りにより、効果的取組の具体を記述的に明らかにした。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to measure and visualize the extent to which 
the selected model schools effectively developed academic and non-cognitive skills through 
quantitative analysis, and to determine which initiatives promoted effective development through 
qualitative research. The focus of this research is on quantitative analysis. In this study, we have
 developed several new systems that can compare the academic and non-cognitive scores of the 
National Assessment of Academic Ability over time at a practical level. The system made it possible 
to demonstrate quantitatively how effectively a particular school or municipality developed academic
 and non-cognitive skills. Interviews with model schools and their local governments provided 
descriptive identification of the specifics of effective initiatives.

研究分野： 教育哲学、教育方法学、教育データサイエンス、質的研究、数量的研究、子どもの哲学（p4c）

キーワード： 教育データサイエンス　全国学力・学習状況調査　教育効果の可視化　効果量　システム開発　基準値
　帰無仮説検定　測定指標の開発

  ３版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の最大の学術的・社会的意義は、第1に、従来は経年比較不可能とされていた全国学力・学習状況調査
を、複数のシステムにより実用レベルで経年比較可能にしたことにある。第2に、全国学力・学習状況調査の児
童質問紙調査から、非認知能力等の指標となる合成尺度を新たに開発したことである。これにより、教育現場
は、全国学力・学習状況調査結果を利活用し、各自治体や学校の学力と非認知能力の「伸び」を経年で比較追跡
できるようになった。併せて、我が国の児童生徒の国語と算数・数学の学力は、2012年以降の10年間で大きな変
動はないこと、また全国47都道府県の学力平均は、僅差であることを実証した。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
（1）我が国の学力研究では、個人や集団の経年変化を追跡するパネル調査が非常に少ない。文
部科学省が毎年、小学 6 年生（以下「小 6」と略記）と中学 3 年生（以下「中 3」と略記）を対
象に悉皆で実施している全国学力・学習状況調査（以下「全国学力調査」と略記）は、古典的テ
スト理論で設計されているため、学術的に厳密な経年分析ができない。それにもかかわらず、教
育現場や報道機関は、全国平均正答率とのポイント差で、「前年度よりポイント差が開いた、縮
まった」等の実質的な経年比較を行うという混乱があった。典型的には、全国学力調査の結果が
公表されると、報道機関は、翌日の朝刊に 47 都道府県、20 指定都市のランキングを掲載し、前
年度順位と比較したり、「全国トップ」とか「全国最下位」等の見出しを掲げたりしてきた。こ
うした報道が教育現場にプレッシャーをかけ、過度の序列と競争が 10 年以上にわたり社会現象
となってきた。しかし、そもそも 47 都道府県の平均値差が「大きい」か「小さい」かの目安（基
準値）については、学術的な検討がなされてこなかった。そのため、特定の学校や自治体が学力
向上を実現したとしても、その学力向上の有無と程度を実証するエビデンスに欠けていた。 
（2）2015 年ごろから、我が国でも「非認知能力」が話題になり、注目されるようになった。し
かし非認知能力がどのような能力であり、それを学校現場でどのように測定・可視化するかは、
ほとんど議論されてこなかった。 
（3）（1）（2）と関連し、各学校や自治体の取組が、数量的エビデンスによって検証されること
は稀有であった。全国学力調査の全国平均正当率とのポイント差という、学術的に不正確かつ曖
昧なエビデンスしかなかった。そのポイント差にしても、「勘」によってその大小が見積もられ
ていた。 
（4）教育の質的研究者はこれまで、数量的研究を拒否する傾向が強く、統計を含む数量的理論
を忌避する傾向にあった。最近では、質的（定性的）研究と数量的（定量的）研究を組み合わせ
る複合的研究が一部なされているが、十分な数量を確保した質の高い複合的教育研究は、決して
多くない。教育の質的研究では、依然として数量的研究が皆無か非常に少ない。 
（5）近年、ジョン・ハッティの「可視化された学習」がおよそ 10 か国語に翻訳され、「効果量
d 値」による学習効果の比較検証に、世界的注目が集まっている。ところが、我が国の教育実践・
研究では、効果量は全く知られておらず、その値が何であり、どのように計算するかさえ不明で
あった。 
（6）そもそも我が国では、エビデンスにもとづく教育の実践・研究が非常に少ない。そのため
の教育データサイエンスも十分には開拓されていない。 
 
２．研究の目的 
（1）学力の経年変化を、一定の学術性をもって測定・可視化する手法とシステムを開発する。
特に、毎年悉皆で実施される全国学力調査の結果を、経年分析できるようにする。実用レベルで
も経年比較ができるようになれば、PISA や TIMSS といった国際学力調査に比肩する学力調査
へと、全国学力・学習状況調査の価値を高めることができる。 
（2）非認知能力の測定・可視化のために、全国学力調査を利活用し、新指標（合成尺度）を開
発する。 
（3）開発したシステムや指標により、特定の学校や自治体の学力と非認知能力の経年変化を測
定・可視化し、その学校や自治体の成果の有無や程度を明らかにする。またその結果を教育現場
にフィードバックし、取組みの成果と課題を明確化し、指導の手応えと改善に活かしてもらう。 
（4）学力と非認知能力を効果的に育成している学校や自治体を、「モデル」として抽出し、数量
的エビデンスを呈示すると同時に、促進要因を、聞き取り調査と実地視察等の質的調査により記
述的に明らかにし、質の高い複合的研究を提示する。 
（5）効果量 d 値について理解を進め、我が国の教育実践の効果を測定・可視化するために実用
化する。 
（6）（1）～（5）を核としながら、データサイエンスを我が国の教育実践・研究に広める。加え
て、テキストマイニングや形態素解析システムを利活用した子どもの言葉データサイエンス等
を創意工夫し、教育データサイエンスを多様化する。精度の高い質問紙調査を開発し、個別の授
業や取組の教育効果を、簡便に測定・可視化する選択肢を広げる。 
 
３．研究の方法 
（1）文部科学省より、全国学力調査匿名データの貸与を受け、その調査結果を IRT 分析ソフト
EasyEstimation により IRT 化することで、学術的に裏打ちされた経年変化分析を可能にする。 
中心極限定理や文部科学省「経年変化分析調査」結果から、【仮説 01】「この 10年の間に、日

本の児童生徒の学力にさしたる変動はない」と、【仮説 02】「全国 47都道府県の平均値差は大差
ではない」を置く。これらの仮説が実証されるならば（反証されなければ）、【仮説 01】から、全
国の学力分布を標準正規分布で代用し、個別の学校や自治体の学力分布を重ね合わせることで、
全国平均との差を見積もったり、経年比較したりできる。【仮説 02】から、各年度のトップ都道
府県と全国平均とボトム都道府県の学力分布曲線を目安とし、各学校や自治体の学力分布を評



価する新システムを開発する。 
さらに効果量（コーエンの d）を研究し、効果の大中小を評価するための「基準値」を検証・

提案する。基準値が定まるならば、全国平均値と個別学校の平均値との差の効果量を評価できる
ようになり、効果量の変動により経年変化を把握できるようになる。 
（2）全国学力調査の児童生徒質問紙を精査し、非認知能力を測定する項目がないか、あるなら
ばそれらを合成変数にできないかを検証する。合成変数にする場合は、信頼性係数を計算し、
0.70 以上を基準とする。 
（3）本調査研究に協力してくれる学校や自治体から、全国学力調査データの個票を借り受け、
新システムにより、その学校や自治体の学力と非認知能力を経年で測定・可視化し評価する。結
果は、当該の学校や自治体にフィードバックし、成果の確認と今後の指導に活かしてもらう。 
（4）学力と非認知能力を効果的に育成したモデル校を実地調査し、インタビューや授業観察等
の質的調査により、育成促進要因を記述的に明らかにする。 
（5）専門書により効果量の理解を進め、平均値と標準偏差を入力するだけで効果量を計算でき
るような利便性の高いシステムを開発し、（1）～（3）の結果を効果量により評価する。 
（6）KH コーダーあるいはユーザーローカル AI テキストマイニングや日本語形態素解析システ
ム jReadability 等、利便性の高いシステムを利活用し、個別の教育実践の効果を測定・可視化
する。ホームページを立ち上げ発信したり、積極的に学会発表したりシンポジウムを開催したり
し、また教育委員会や学校にも直接働きかけることにより、教育データサイエンスを普及させる。 
 
４．研究成果 
（1）平成 24（2012）～令和 3（2021）年度の 9年分の匿名データ（各年度 N≒100,000）を IRT
分析ソフトにかけ、小 6中 3の国語と算数・数学につき、【仮説 01】「この 10 年の間に、日本の
児童生徒の学力にさしたる変動はない」を、累積分布と度数分布で実証した。本報告書では中 3
数学の累積分布（図 1）と度数分布（図 2）のみを例示する。9 年分の分布曲線がほぼ重なり合
っており、学力にさほどの変動がないことが明らかである。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 1：中 3数学の累積分布 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 2：中 3数学の度数分布 

 この結果から、各年度の学力値は標準正規分布でほぼ代表できることになる。そこで、標準正
規分布を目安として、モデル校の学力を IRT 化し、その分布曲線を重ね合わせることで、モデル
校の経年変化を可視化した（図 3）。図 3により、モデル校の平成 26年度の小 6算数（青）が標
準正規分布（黒）よりも低く、4年後の平成 29年度（赤）はそれより高いことがわかる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 3：モデル校、小 6算数の経年変化 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 4：平均ゾーンシステムでの可視化 



 IRT 分析ソフトは専門性が高いため、教育現場での利活用には難がある。そこで、本研究チー
ムは、【仮説 02】に基づき、各年度のトップ都道府県とボトム都道府県との間を「平均ゾーン」
とする新たなコンセプトを創案し、「全国学力・学習状況調査 平均ゾーンシステム」というウェ
ブアプリを開発し、一般公開した。図 4は、平成 29年度小 6算数 Bのゾーンシステムに、モデ
ル校（A校）の学力分布を青色で描画している。平成 29 年度につき、図 3の高度な分析結果と、
図 4の簡易なゾーンシステムの出力とを比較すると、両者がほぼ整合的であることもわかる。 
このウェブシステムは、教師が全国学力調査の平均正答数と標準偏差を入力するだけで、平均

ゾーンに自校の分布曲線を重ね書きし、効果量 d値も出力する。グラフと効果量の両方で、全国
平均との差や経年変化を、簡易に把握・評価できる。 
以上のように、IRT 分析ソフトによる解析と効果量との 2つの方法で、全国学力調査の経年変

化を可能にしたことにより、全国学力・学習状況調査を、我が国の児童生徒の学力と非認知能力
を経年で把握・評価できる調査へと価値を高めた。 
さらに【仮説 01】の検証過程で、全国学力調査「教科に関する調査」の信頼性が問題となっ

た。信頼性係数(クロンバックのα)で、国語は 0.70、算数・数学は 0.80 という基準値を設定し
検証したところ、A B 問題が統合され問題数が減少した平成 31年度以降、基準値を下回る信頼
性になっていることが明らかになった。IRT 分析ソフトでテスト情報量や平均誤差等も分析し、
平成 31年度以降のテスト品質がやや劣化しているとの問題提起を行った。 
（2）全国学力調査の児童生徒質問紙調査の複数の項目を選択的に合成することで、「非認知『徳』
尺度」「対話・探究学習尺度」、国語と算数・数学の「授業充実度尺度」を新規開発した。クロン
バックのαはいずれの尺度も、調査研究上必要とされる 0.70 を超えている。匿名貸与データに
より、平成 31、令和 3、4年度のこれらの指標のスコアの全国平均と標準偏差を算出したところ、
年度間の変動がごく僅かであることも確認した。各年度あるいは 3 年度を平均した値を全国平
均として基準とすることで、各学校や自治体のこれらのスコアが経年でどの程度か、どのように
推移するかを評価するシステムを開発した。 
 全国学力調査の匿名貸与データをもとに、小 6と中 3の「国語」「算数・数学」「SES（社会経
済的状況）」「非認知『徳』スコア」「対話・探究学習スコア」「授業充実度スコア」の相関係数を
実証した。図 5 は、令和 4 年小 6 の相関係数一覧（ヒストグラムと散布図付）である。学力と
SES との相関係数は既知であったが、その他の相関係数は、本邦初である。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 5：R4 小 6、学力/非認知等相関一覧 

＜略記号＞ 
 
 R4_EL_Jpn：国語 
 
 R4_EL_Math：算数 
 
 STQ_024：SES 
 
 Virtus：非認知「徳」 
 
 Dia_Inq：対話・探究学習 
 
 Jpn_Ju：国語授業充実度 
 
 Math_Ju：算数授業充実度 

 図 5からわかるように、対話・探究学習は、非認知「徳」に対し r=0.63 と相関が強く、国語
や算数学力とも 0.25 程度相関する。これは対話・探究学習の重要性を示すエビデンスである。 
（3）（1）（2）の技術を、協力自治体に提供し、実践指導改善に継続的に活かしてもらっている。
本研究期間内の協力自治体は、都道府県サイズで 1件、市町村サイズで 3件である。 
（4）学力と非認知能力を効果的に育成したモデル校につき、当該自治体の教育長、指導主事、
校長、教務主任、担任から複数回聞き取りを実施し、授業の実際も視察し、育成促進要因を「組
織力」「リーダーシップ」「多角的な取組」の 3視点から記述した。 
（5）効果量に関する専門的先行研究から、従来の帰無仮説検定中心の統計を乗り越える「統計
改革」により効果量が注目されるようになったこと、この統計改革は欧米では 1990～2000 年に
かけて起きたこと、我が国では現在もまだ統計改革はほとんど進んでいないことが明らかにな
った。また帰無仮説検定はサンプル数が多くなると有意になりやすく、全国学力調査の規模では
使い物にならないこと、対して効果量は標準化されており、テストの種類、時間空間を超えて比
較可能であることを、追試的に明らかにした。 
効果量や t検定等を現場教師が容易に計算できるウェブシステム「平均値差検定システム」を

新規開発し、一般公開した（cf.,図 6）。本システムは、2群の平均値、標準偏差、サンプル数を



入力することで、効果量、t値、P値、95%信頼区間、
有意水準 5％での有意差の有無、2群の分布曲線を出
力する。このシステムは、平均値差検定に特化し、非
専門家にも理解しやすく使いやすい点で、js-STAR 
XR+や HAD など他のソフトとは一線を画する。 
効果量の「基準値」について検討し、学力と非認知

能力については、d<0.40 は効果（平均差）なし、0.40
≦d<0.50 は効果小（僅差）、0.50≦d<0.80 は効果中
（一定の差あり）、d≧0.80 は効果大（差は大きい）
の基準値を提案した。 
この基準値により、【仮説 02】を改めて検証した。

全国学力調査がスタートした平成 19年度をはじめ、
平成 20、21 年度、さらに平成 28、29、30、31、令和
3、4年度の計 9年間を対象とし、小 6と中 3の国語
と算数・数学につき、「トップ都道府県平均-全国平
均」および「全国平均-ボトム都道府県平均」の効果
量を計算した。効果量 d値が 0.50 以上だったのは、
わずか 5 回、全体の 4％であった。これにより【仮説
02】を実証した。 
（6）形態素解析システム jReadability を活用し、
小学 2 年生、中学 1 年生、大学生の言葉データ（話
し言葉と書き言葉）を解析し、児童生徒学生たちの言語活用力の「伸び」を測定・可視化し、「子
どもの言葉データサイエンス」という新領域を開拓した。 
 上記（2）で開発した合成尺度に加え、自治体 IRT 学力調査や PISA や TIMSS の質問紙調査項目
を参照し、「学級風土」合成尺度等を開発し、本研究チームが関与する教育現場での教育効果（児
童生徒の「伸び」）を適宜測定・可視化した。このフィードバックは、現場教師に取組の手ごた
えを実感させる意義があった。 
 専用サイト「すべての子どものための教育データサイエンス（DS-EFA）」（https://ds-efa.info/）
を立ち上げ、研究成果の一部を広く一般公開している。 
 効果量による学習の可視化で世界的に著名なジョン・ハッティ氏と、埼玉県 IRT 学力調査開発
実施に寄与した大根田頼尚氏を講演者に招き国際フォーラムを開催した（2022 年 2 月 23 日）。
最終年度には、全国学力・学習状況調査の経年変化分析調査をけん引してきた柴山直氏と、保護
者に対する調査をけん引してきた浜野隆氏をシンポジストとする公開シンポジウムを主催した
（2023 年 3月 6 日）。 
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